
産業保健調査研究報告

｢ストレスチェック集団分析結果に基づく職場
環境改善の取組における

事業場外資源“の役割と機能－その現状と課題」

神奈川産業保健総合支援センター
メンタルヘルス対策促進員 宮平 昌⻲

精神障害等の労災補償状況の推移

事業外資源への期待

多くの事業場外資源の現状は個別相談や
研修を主としている

Ⅰ 調査研究の背景



Ⅰ 調査研究の背景

• ストレスチェックにおける集団分析結果を職場環
境改善に繋げられている企業は3割以下

（2019年2月-㈱アドバンテッジリスクマネジ
メント調査）

〔2017年12月-NECソリューションイノベータ｢メンタ
ルヘルスに関するアンケート調査レポート 4回目｣〕

Ⅱ 調査研究の目的

• 平成26年度のガイドブックの活⽤度･有効性の確認

•ストレスチェックに基づく集団分析の結果の職場
環境改善にに対する活⽤度及び具体化の把握

•企業･事業場の取組を支援している"事業場外資源"
の機能と支援の明確化



Ⅲ方法と対象
Ⅰアンケート調査
① 平成26年度･産業保健調査研究｢メンタルヘルス対策における"事業

場 外 資 源 " の 役 割 と 機 能 ｣ ｢ 事 業 場 外 資 源 ガ イ ド ブ ッ ク ｣
(https://www.kanagawas.johas.go.jp/publics/index/62/)の活
⽤度･有効性

② 事業場外資源"機関･団体のストレスチェック制度への関与、(企業･
事業場への)支援実態

③ ストレスチェックの実施状況、実施結果の職場環境改善への活⽤状
況や活⽤度合いに関する調査結果を活⽤

Ⅱ実地調査（ヒアリング）
① ストレスチェック結果を職場(環境)改善に活かした事業場
② 職場環境改善に関与･支援している"事業場外資源"機関･団体

Ⅲ 対象と方法
アンケート調査Ⅰ-①



Ⅲ 対象と方法
アンケート内容（表）

アンケート調査Ⅰ-②③

Ⅲ 対象と方法
アンケート内容（裏）



Ⅲ 対象と方法
取り組み事業場

ヒアリング調査Ⅱ-①

職場環境改善を実施ー事業外資源を活用しなかった事業場
対象事業場の主な事業内容 労働者数

建設機械・道路区画線機械等製造業保線事業 67名
学校法人（中学校・高等学校） 155名
自動車部品製造業 724名
一般区域貨物自動車運送業 48名
輸送用器具製造業 1628名
職場環境改善を実施ー事業外資源を活用した事業場

対象事業場の主な事業内容 労働者数
食料品（干物）製造業 63名
生花・卸売市場の運営 55名

Ⅲ 対象と方法
ヒアリング内容

ヒアリング調査Ⅱ-①

北里大学『事業場を対象としたストレスチェック制度の実施状況に関する実態調査』

質問項目Ⅱ-⑪で(ストレスチェック結果に基づく集団分析の実施につ
き)｢はい｣と回答

質問項目Ⅱ-⑫で集団分析結果を｢活用した｣と回答

した事業場に対する実地ヒアリング･調査結果(メモ)

神奈川産業保健総合支援センター

事業場･業種 食料品(干物)製造業 企業規模(従業員数)

事業場規模(従業員
数)

内、パート労働者等
の非正規従業員数

実地調査･実施日 調査実施者

集団分析結果の活用に関する具体的な状況 (質問項目Ⅱ-⑫ 関連) - 全事業場･共通

｢職場環境改善｣の具体的な内容とその有効性について把握する。

【経営層への報告と説明】

【報告･説明の際の経営層の反応は どのようなものだったか】

【業務配分の見直し】

【具体的に、どのような見直しを行ったか】

【業務配分見直しの効果検証は行っているか】

【効果検証はどのような方法で行っているか】

【検証結果はどうだったか】

【効果検証は次なる課題のスクリーニングに繋げることができたか】

次なる課題は どのようなものか

【衛生委員会等での審議】

【どのようなプレゼン(集団分析結果の提示)を行ったか】

【委員会メンバーの反応は どのようなものだったか】

【調査審議を経て、次なる課題のスクリーニングに繋げることはできたか】

【次なる課題は どのようなものか】

職場環境改善の具体的内容 (質問項目Ⅱ-⑬ 関連) - 全事業場･共通

”改善”の具体的なエビデンスを可能であれば入手し、該当項目の具体的な状況(掘り下げて｢どのようなものか｣をヒアリングして)の
概要を以下に記載する。

【心の健康を含む社内相談窓口の開設や機能の拡充】

【健康管理体制・態勢の見直し】

【勤務時間や職場体制・態勢の見直し】

【(一部の)作業手順の見直し】

｢質問項目Ⅱ-⑫で｢『6.職場環境改善』に○を付けた事業場-職気環境改善に事業場外資源を活用した事業場｣

職場環境改善に関する事業場外資源の活用内容 (質問項目Ⅱ-⑭ 関連)

”改善”の具体的なエビデンスを可能であれば入手し、該当項目の具体的な内容状況(掘り下げて｢どのようなものか｣をヒアリングし
て)の概要を以下に記載する。

２．集団分析結果に基づく職場のリスクや課題の洗い出し

３．２の結果を活用した職場のリスク･課題に対する改善策の具体的提案

具体的な内
容

同僚からのサポートが少ないという課題の改善策として管理職向けのラインケア研修を提案。

４．２や３の結果を活用した職場での（管理監督者向けのものを含む）研修の実施

事業場外資源･
活用の効用は
何だったか

－

５．３の具体的提案の実施に伴うアドバイスなど

事業場外資源･
活用の効用は
何だったか

－

６．３の具体的提案の実施状況の達成度分析･評価と、その後の職場環境改善のフォローアップ方法に対する
アドバイスなど、作業環境や職場環境の見直し

事業場外資源･
活用の効用は
何だったか

－

７．その他 (以上２～６に該当がない場合)

事業場外資源･
活用の効用は
何だったか

－

総括① - 職場環境改善の取組に事業場外資源を活用して｢良かった｣と思えることは何か

総括② - 職場環境改善の取組に事業場外資源を活用して｢良くなかった｣｢今ひとつだった｣と思っていることは
何か



Ⅲ 対象と方法
事業場外資源 ヒアリング実施機関
ヒアリング調査Ⅱ-②

実
調 機関・団体名

ストレ
ス

チェッ
ク実施
機関

こころ
の耳･
登録相
談機関

webで
把握

日本Ｅ
ＡＰ協

会
〒 所在地 TEL ＨＰ

○
(公財) 日本生産性本部 ＩＣＴ･ヘルス
ケア推進部 メンタル･ヘルス研究所

○ 102-8643

東京都千代田区平河町2-13-12

(公財) 日本生産性本部 ＩＣＴ･ヘ
ルスケア推進部 内

03(3511)4024
https://www.jpc-

net.jp/movement/committee/mental/

○
(医) 社団 こころとからだの元気プラザ
産業保健部

○ 101-0051

東京都千代田区神田神保町1-

105 神保町三井ビルディング1F・
2F

03-5210-6666 https://www.genkiplaza.or.jp/

○
中央労働災害防止協会 (健康快適推
進部 ストレスチェック相談室)

○ 108-0014
東京都港区芝浦3-17-12 吾妻ビ
ル9階

03-3452-6403 https://www.jisha.or.jp/stress-check/index.html

○
バイオコミュニケーションズ㈱ 本社･
新横浜事業所

○ 222-0033 横浜市港北区新横浜2-15-10 045-470-8001
https://www.e-bio.co.jp/

ask@ii-bio.com

○ ウェルリンク ㈱ こころの健康相談室 ○ ○ 153-0053 東京都目黒区五本木1-33-13 03-5725-1033 https://welllink.co.jp/

○ レジリエ研究所 ㈱ ○ 105-0003
東京都港区西新橋2-33-4 プレイ
アデ虎ノ門 7F 

03-5843-7688 https://resilielab.org/

○ ㈱ i CARE (Carely) ○ 150-0044
東京都渋谷区円山町10-18 マイ
キャッスル渋谷JP 201  

03-6416-1905 https://www.carely.jp/

Ⅲ 対象と方法
事業場外資源 ヒアリング内容
ヒアリング調査Ⅱ-②

④ 勤務時間や職場体制･態勢の見直し

⑤ (一部の/全ての)作業手順や業務遂行方法の見直し

〔事業場での"実施"をどのように把握するか(フォームの有無等)〕

〔具体的な事例は どのようなものか〕

⑥ 職場内の相互支援態勢･体制の見直し

〔事業場での"実施"をどのように把握するか(フォームの有無等)〕

〔具体的な事例は どのようなものか〕

⑦ (人事評価制度を含む)人事制度等の見直し

〔事業場での"実施"をどのように把握するか(フォームの有無等)〕

〔具体的な事例は どのようなものか〕

【具体的提案に基づいて、支援した企業･事業場が どのような対応を行ったかの把握状況と内容】に関する調査

① 経営層への報告と説明

〔事業場･対応の"効果"把握はどのように行っているか(効果把握フォームの有無含め)〕

② 業務分担･配分の見直し

〔事業場での"実施"をどのように把握するか(フォームの有無等)〕

〔事業場･対応の"効果"把握はどのように行っているか(効果把握フォームの有無含め)〕

③ 人員体制･組織体制の見直し

〔事業場での"実施"をどのように把握するか(フォームの有無等)〕

〔事業場･対応の"効果"把握はどのように行っているか(効果把握フォームの有無含め)〕

④ 管理監督者向け研修の実施

〔事業場での"実施"をどのように把握するか(フォームの有無等)〕

〔事業場･対応の"効果"把握はどのように行っているか(効果把握フォームの有無含め)〕

⑤ 従業員(管理監督者を除く)向け研修の実施

〔事業場での"実施"をどのように把握するか(フォームの有無等)〕

〔事業場･対応の"効果"把握はどのように行っているか(効果把握フォームの有無含め)〕

⑥ 衛生委員会等での調査･審議

〔事業場での"実施"をどのように把握するか(フォームの有無等)〕

〔具体的な事例は どのようなものか〕

〔事業場･対応の"効果"把握はどのように行っているか(効果把握フォームの有無含め)〕

⑦職場環境改善

〔事業場での"実施"をどのように把握するか(フォームの有無等)〕

〔具体的な事例は どのようなものか〕

〔事業場･対応の"効果"把握はどのように行っているか(効果把握フォームの有無含め)〕

ストレスチェックの集団分析結果を踏まえた職場環境改善に向けた企業･事業場支援サービスを有する"事業場外資源"機関･団体への実地ヒアリング･調査
結果(メモ)

企 業 名

部 署 名

住 所

TEL ＨＰ

事業場･業種 企業規模(従業員数)

事業場規模(従業員数)
内、パート労働者等
の非正規従業員数

実地調査･実施日 実地調査･実施場所

対応者職名･氏名 調査実地者

【集団分析結果を踏まえた職場環境改善に向けた支援メニュー(の有無)】に関する調査

各項目共通

〔契約で支援サービスの期限を設定するか〕

〔職場環境改善･支援サービスの品目は どのようなものがあるか(種類･カテゴリーの数等)〕

① 集団分析結果に基づく職場のリスクや課題の洗い出し

〔リスク･課題のスクリーニング方法は どのようなものか〕

〔スクリーニングしたリスク･課題のプレゼン方法は どのようようなものか(フォーム等の有無)〕

② ①の結果を活用した職場のリスク･課題に対する改善策の具体的提案

〔改善策の具体的提案は どのような分析をもとに、どのような手法によって構築するか〕

〔具体的提案のプレゼン方法は どのようなものか(フォーム等の有無)〕

③ ①や②の結果を活用した職場での研修(管理監督者向けのものを含む)の実施

〔職場研修を行ううえで最も留意する事項は何か(対象事業場共通の留意事項)〕

〔職場研修の効果をどのように測定しているか(測定フォームの有無)〕

④ ②の具体的提案の実施に伴うアドバイスなど

〔具体的提案に伴うアドバイス実施上の留意事項(できるだけ 対象事業場共通の留意事項)とは〕

⑤ ②の具体的提案の実施状況の達成度･分析評価

〔具体的提案･実施状況の達成度を測定するツールを有するか〕

〔具体的提案･実施状況の達成度･分析評価のツールの有無(どのようなフォームか)〕

⑥ ⑤の達成度･分析評価に基づく、その後の職場環境改善のフォローアップに対するアドバイス

〔職場環境改善･フォローアップのアドバイスを行う上での留意事項(対象事業場共通の留意事項)〕

⑦ ⑥のアドバイスを踏まえた作業環境や職場環境の見直しに辿り着くまでのフォローアップ

〔フォローアップ･サービスの期限は定めているか〕

〔フォローアップ･サービスの上で最も留意することは何か(できるだけ 対象事業場共通の留意事項)〕

〔フォローアップ･サービスは、基本的な契約の枠内か･枠外か〕

【企業･事業場に対する具体的提案をもとに｢実際に実施されたもの｣の内容】に関する調査

① 職場で行う研修の充実や従業員に対する情報提供態勢の改善

〔事業場での"実施"をどのように把握するか(フォームの有無等)〕

② 心の健康の確保を含む社内相談窓口の開設や機能の充実

〔事業場での"実施"をどのように把握するか(フォームの有無等)〕

③ コミュニケーション･プログラムの実践を含む社内のコミュニケーションのあり方の見直し

〔事業場での"実施"をどのように把握するか(フォームの有無等)〕

〔具体的な事例は どのようなものか〕



Ⅳ 調査結果
アンケート調査 Ⅰ-① 26年度ガイドブックに関して

Ⅳ 調査結果
•アンケート調査 Ⅰ-②



Ⅳ 調査結果
アンケート調査 Ⅰ-③

Ⅳ 調査結果
職場環境改善を実施 － 事業場外資源を活⽤した事業場

職場環境
改善を実
施 － 事
業場外資
源を活用
した事業
場

経営層
への報
告と説
明

業務配
分の⾒
直し

人員体
制・組
織の⾒
直し

衛生委
員会等
での調
査審議

管理監
督者向
け研修
の実施

職場で
⾏う研
修の充
実や従
業員に
対する
情報提
供体制
の改善

心の健
康を含
む社会
相談窓
口の開
設や機
能の充
実

職場内
の相互
支援体
制の⾒
直し

コミュ
ニケー
ショ
ン・プ
ログラ
ムの実
践を含
む社内
のコ
ミュニ
ケー
ション

勤務時
間や職
場体
制・態
勢の⾒
直し

一部の
作業手
順の⾒
直し

健康管
理体
制・態
勢の⾒
直し

作業環
境や職
場環境
の⾒直
し

集団分
析結果
に基づ
く職場
のリス
クや課
題の洗
い出し

集団分
析結果
に基づ
く職場
のリス
クや課
題の洗
い出し
結果を
活用し
た職場
のリス

職場の
リスク
や課題
の洗い
出し結
果を活
用した
研修の
実施

 ⾷料品
(干物)製
造業

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

改善に向
けての認
識共有に
繋がった

改善の具体
的な動きの
着手に至っ
ていない

 生花・
卸売市場
の運営

○ ○ ○ ○ ○

方針や手
法の明確
化に繋
がった

コストの関
係もあり
サービスを
限定的なも
のにとどめ
た

集団分析結果の活用に関する具体的 職場環境改善の具体的内容 職場環境改善に関す

職場環境
改善の取
組に事業
場外資源
を活用し
てよかっ
たこと

職場環境改
善の取組に
事業場外資
源を活用し
て良くな
かったこと

ヒアリング調査Ⅱ-①



Ⅳ 調査結果
Ⅱ-②職場環境改善を実施 － 事業場外資源を活⽤しなかった事業場
職場
環境
改善
を実
施
－
事業
場外
資源
を活
用し
な
かっ
た事
業場

経営
層へ
の報
告と説
明

業務
配分
の見
直し

人員
体制・
組織
の見
直し

衛生
委員
会等で
の調
査審
議

管理
監督
者向け
研修
の実
施

職場で
行う研
修の
充実
や従
業員に
対する
情報
提供
体制
の改
善

心の
健康を
含む社
会相
談窓
口の
開設
や機
能の
充実

職場
内の
相互
支援
体制
の見
直し

コミュ
ニケー
ション・
プログ
ラムの
実践を
含む社
内のコ
ミュニ
ケー
ション
のあり
方の
見直し

勤務
時間
や職
場体
制・態
勢の
見直し

一部
の作
業手
順の
見直し

健康
管理
体制・
態勢
の見
直し

作業
環境
や職
場環
境の
見直し

集団
分析
結果に
基づく
職場
のリス
クや課
題の
洗い出
し

集団分
析結果
に基づく
職場の
リスクや
課題の
洗い出
し結果を
活用し
た職場
のリス
ク・課題
に対す
る改善
策の具
体的提

職場のリ
スクや課
題の洗い
出し結果
を活用した
研修の実
施

　建設
機械・
道路
区画
線機
械等
製造
業
　保線

○ ○ ○ ○

利用機関に
該当のサー
ビスがな
かった

活用する事
業場外資源
のサービスを
自らリサーチ
する手間

自分達で考える
ことによって職場
内の意識向上に
繋がった

　学校
法人
(中学
校･高
等学
校)

○ ○ ○ ○

外部機関に
依頼するよ
りは、小さな
ところから自
力で取り組
みたかった

特になし

｢外部からの視
点｣を内部で意識
し、その実践に繋
げることができた

　自動
車部
品製
造業

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ストレス
チェック結果
の活用上の
"有効度"の
判断が困難
だった

特になし

職場内で課題を
分析、対応策を
自力で検討でき
た

　一般
区域
貨物
自動
車運
送業

○ ○ ○ ○

自主的な取
組を優先、
事業場外資
源･活用によ
る職場環境
改善･課題
の掘り下げ
は今後の課
題

詳細な分析
や課題のさら
なる絞り込み
など踏み込ん
だ取組が困
難

職場の自主的な
課題認識の向上
に繋がった

 輸送
用器具
製造業

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

専属産業医
を中心とし
た熱心な活
動が既にあ
る

なし

産業医との間の
自発的な連携関
係の強化に繋
がった

職場環境改善の具体的内容
職場環境改善に関する事
業場外資源の活用内容

「職場環境
改善」に事
業場外資源
を活用しな
かった理由

「職場環境改
善」事業場外
資源を活用し
なかったこと
で困ったこと

「職場環境改善」
に事業場外資源
を活用しなかった
ことで良かったこ
と

集団分析結果の活用に関する具体的
な状況

ヒアリング調査Ⅱ-①

Ⅳ 調査結果
事業場外資源 ヒアリング実施機関

ヒアリング調査Ⅱ-②

職場環境改善に向けた支援サービスを有する機関・団体 〔ストレスチェックに関するサービスを有するもの
を含む〕

機関･団体の名称

相談機能
研修機能 研修以外の

支援機能 医療機関
ストレス
チェック
サービス

高ストレス
者への面接

指導
集団分析の

実施

職場環境改善

事業場 労働者等 提案 実施の支援

バイオコミュニケーションズ
（株） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(医) 社団 こころとからだの元
気プラザ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(公財) 日本生産性本部 ○ ○ ○ ○ ○ ○

レジリエ研究所（株） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中央労働災害防止協会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

㈱ ｉ ＣＡＲＥ (Ｃａｒｅｌｙ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ウェルリンク（株） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



Ⅴ 考察と提言考察
アンケート調査

• 配布の方法、説明・PR不⾜

①26年度ガイドブック

• 集団分析結果を活⽤したサービスは172件中25％にし
か過ぎない

②事業場外資源関与、支援実態

• ストレスチェックサービスの提供していると答えた機
関・団体は集団分析の実施と職場環境改善の提案をし
ているが職場環境改善の実施は88％であった

③ストレスチェックの実施状況、実施結果の職場環境改善への
活⽤状況や活⽤度合いに関する調査結果を活⽤

Ⅴ 考察と提言

①事業場外資源を活⽤しストレスチェック結果を職場(環境)
改善に活かした

 経営層のトップダウンでの取り組み
 メンタルヘルス推進担当者や産業医、総務、人事など役割

分担が明確
 衛生委員会の活⽤、役員会への報告
 できることから課題に取り組んでいる

【課題】
 改善を実⾏するマンパワーの不⾜
 専門知識やロールモデルの不⾜
 メンタルヘルス対策への予算が取れない

考察
実地調査（ヒアリング）



Ⅴ 考察と提言

②事業場外部資源を活⽤せずストレスチェック結果を職場
(環境)改善に活かした
 組織風土の影響が色濃く取り組みの濃淡がある（形骸化も）
 組織的なアプローチが主体
 コンプライアンス推進に⼒を⼊れている企業は独⾃の改善を

進めている
 健康管理体制がしっかりできている事業場では従業員の健康

管理を中⼼にメンタルヘルス対策にも取り組んでいる
【課題】

 一般的な健康診断については、協会健保等の外部資源が充
実しているものの、メンタルヘルス対策については不⼗分だ
と感じている事業場が多い

考察
実地調査（ヒアリング）

Ⅴ 考察と提言

③支援サービスを有する機関・団体
 独⾃の支援メニュー
 具体的提案を実施
 実施状況の把握

【課題】
 ストレスチェックの集団分析がメインのとこ

ろは組織対応が中⼼という傾向
 個別対応中⼼の機関（EAPや医療機関系）は

組織対応が不⼗分な傾向

考察
実地調査（ヒアリング）



Ⅴ 考察と提言

①ストレスチェックサービス

②集団分析の実施

③高ストレス者への面接指導

④職場環境改善の実施支援

提言

外部支援機関を選ぶ際のポイント

Ⅴ 考察と提言
提言

双方向からのバランスの取れたアプローチが⼤切

産保センターは事業外資源に足りない専門的な支援ができる

事業場

支援サービスを有する機関・団体のサービスは多様



Ⅴ 考察と提言

産保における活⽤事例

提言

A社

運送業
（従業員35名）

労働者の健康
（個人）情報の
取扱いについての
相談をきっかけに、
「心の健康づくり計

画」を策定

労働者の健康（個人）情報の取扱いについて産保センターへ相談

産保センター相談員（社会保険労務士）による「事業場における労働者の健康情報
等の取扱規程を策定するための手引き」について説明を受け、またこれをきっかけに「心の健
康づくり計画」のことも知った。
そこで、産保センターのメンタルヘルス対策支援に申込み、メンタルヘルス促進員に訪問し

てもらい、助言、指導を受けて「心の健康づくり計画」を策定した。また、メンタルヘルス対策
促進員の利⽤により助成⾦も受けることができた。

B社
食品製造業

（従業員120人）
職場環境改善へ
のきっかけづくり

ストレスチェック結果の活かし方について、事業所担当者から研修を依頼された産業医から
産保センターへ相談

産保センター相談員（産業医）からストレスチェック結果のまとめ方について具体的なアド
バイス（ストレスチェックの目的、受検率、⾼ストレス者の割合、⾯談希望者数、総合健康
リスクの値、各々の数値の前年度との⽐較、⾼ストレス者以外の相談体制、また集団分析
について組織ごとの総合健康リスクのレンジや改善策の具体例等々）を受け、それをもとに
セルフケアや職場環境改善の必要性を中心に話をした。
その後、産業医は担当者のサポーターとして職場環境改善に関わることになった。

専門家へ相談・派遣支援内容

助成金の活用



まとめ

• ストレスチェックの集団分析を活用し、職

場環境改善に取り組む事業場が洗い出し
た課題を精査し、具体的に実行することが
できるように助言・支援していく。

• また、ロールモデルを蓄積し、多くの事業
場で活用可能な取り組みを支援していく。

神奈川産保センターとして・・・

まとめ

• 令和2年度末時点において、当センターが把

握している調査研究情報をもとに、事業場外
資源活用の一部のポイントのみに絞ったリー
フレットを成果物として完成させ、事業場外資
源を利用するに当たって、事業場担当者がヒ
ントとなる内容を抽出することとした。

• また、EAPを活用した事業場のデーターにつ

いては、調査研究に係る実施体制と調査環境
が整えられた段階で取扱い方法を検討して行
くこととする。


